
　　※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがあります。

① 令和６年度予算のあらまし　一般会計「５号補正から９号補正」の概要      ② 令和６年度予算の執行状況　一般会計 (令和７年３月31日現在)
　  補正額　　　　　　308億9,390万9千円

 　<歳　入>      <歳　出>

  ◇特別区交付金　          　105億7,999万円  ◇経営企画費 　      　 135億5,839万5千円

  ◇都支出金  　        　　66億5,750万3千円  ◇福祉費 　　 　 　　　　62億7,591万3千円

  ◇国庫支出金　 　 　     　　30億4,756万円  ◇子ども家庭費 　      　　61億628万8千円

　◇諸収入             　  　7億5,659万2千円  ◇総務費  　  　       　　 27億5,369万円

　◇繰入金 　     　     　　5億3,291万7千円  ◇教育費  　　　　　   　16億7,620万6千円

　◇分担金及び負担金   　  　4億6,659万9千円  ◇健康費      　  　　  　8億9,343万4千円

　◇その他（減額補正含む）  88億5,274万8千円  ◇その他（減額補正含む）△3億7,001万7千円

③ 区民の負担概況 (令和７年３月31日現在) ④ 財産の現在高 (令和７年３月31日現在)

　　　　　

財 政 状 況 の 公 表 （ 令 和 ６ 年 度 下 半 期 ） 概 要 版

　令和６年度補正後の一般会計予算の構成

　 ⑤ 公債の現在高 (令和７年３月31日現在)

国庫支出金

756億円

（20.5%）

特別区交付金

1,160億円

（31.5%）

特別区税

570億円

（15.5%）

子ども家庭費

772億円

（20.9%）

環境費

203億円（5.5%）

総務費

180億円（4.9%）

教育費
487億円
（13.2%）

経営企画費

239億円（6.5%）

福祉費

879億円

(23.9%）

健康費
283億円
（7.7%）

歳 入

3,683億円

歳 出

3,683億円
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※令和６年度は個人住民税の定額減税（特別税額控除）を実施しました。

仮に定額減税が行われなかった場合の令和６年度特別区民税一人あたり

負担額は145,736円でした。

144,939円

※137,647 円

175,709円

152,269円

74,935円

71,235円 土 地
5,917億円

(57.1%)

基金とは…

積立基金と運用基金の２種類があり

ます。左の基金はこの２つの合計です。

積立基金は、家計でいうと貯金です。

災害発生時や老朽化した施設の改築等

への備えで、3月末現在高は2,596億円

です。

運用基金は、一定額の基金を土地取

得等のために運用するもので､205億円

あります。

合 計

2億円

教育債

2億円

(100%)

公債(区債)とは…

家計でいうと借金です。

将来世代に負担を先送りし

ないため、区債の発行を抑制

しています。これまでに区債

の繰上償還を実施し、将来に

わたる財政負担の軽減を図っ

てきました。

〔円〕

区民一人あたり財産現在高 149万2千959円 区民一人あたり公債現在高 333円

合 計

1兆364億円

その他 441億円(12.0%)
・土木費 128億円 ・文化共育費 106億円

・生活振興費 86億円 等

６年度５年度 工作物73億円(0.7%) その他100億円(1.0%)

基 金
2,801億円

(27.0%)
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議会費

経営企画費

ＳＤＧｓ推進費

新庁舎・施設整備費

危機管理費

総務費

都市開発費

環境費

文化共育費

生活振興費

産業経済費

福祉費

子ども家庭費

健康費

土木費

教育費

公債費・予備費

101

歳 入

収入済額

予算現額

予算現額

歳 出

※前年度からの継続費逓次繰越額、

繰越明許費繰越額を含む。

繰入金

199億円（5.4%）

その他 278億円（7.6%）

・ 分担金及び負担金 89億円

・ 諸収入 58億円 等

国保保険料特別区民税 介護保険料 後期保険料

94,169円

※前年度からの繰越財源を含む。

都市開発費

199億円（5.4%）

89,253円

繰越金

144億円（3.9%）

（納税義務者

一人あたり）

（被保険者

一人あたり）

（被保険者

一人あたり）

（被保険者

一人あたり）

地方消費税交付金

160億円（4.3%）

都支出金

416億円

（11.3%）

(億円)

(億円)

建物

1,473億円

(14.2%)

一人あたり負担額

江戸川区の人口（住民基本台帳人口※外国人を含む） 694,180人(令和７年４月１日現在）

支出済額



ベビーシッターの利用支援の拡大 　＜2億3,565万円＞

学用品の公費購入 ＜1億373万7千円＞

不登校児童・生徒のための支援員の配置 ＜1億1,520万円＞

就労が困難な方への就労支援の強化 ＜7,741万4千円＞

金魚文化の継承 ＜323万3千円＞

画像解析ＡＩを活用した迅速な住家被害判定 ＜1,650万円＞

自営通信網を用いたドローンによる情報収集 ＜1,622万5千円＞

区役所本庁舎のＣＯ₂排出量実質ゼロの取り組み ＜6,596万9千円＞

就労が困難な方の就労を支援するため、みんなの就労センターの相談体
制の強化や就労訓練を引き受ける事業所への助成を行う。

小・中学校、区施設等に設置する防災用市街地カメラに画像解析ＡＩを
導入し、災害時の住家被害調査に活用、迅速な罹災証明書発行を図る。

不登校傾向の児童・生徒の学校内における見守りや、登下校の付き添い
等を行う支援員を、小・中学校に順次配置する。

一時的な保育を目的としたベビーシッターの利用料について、区独自で
補助する無償化の上限時間を拡大する。

保護者の経済的負担軽減やリユースの推進のため、区立学校を対象に現
在保護者が購入している学用品の一部を公費で購入し、学校で管理す
る。

令和７年度 当初予算の概要
※各計数は、原則として表示単位未満四捨
　五入のため、合計等に一致しないことが
　あります。

区が誇る金魚の養殖事業を将来に引き継いでいくため、養殖技術の継承
を支援するとともに、就労が困難な方の働く機会を創出する。

災害時の情報収集強化のためドローンを使用し、通信障害が発生しても
ドローンからの情報収集ができる自営の通信網を作る。

区役所本庁舎から排出されるＣＯ₂を実質ゼロにするため、水力発電由来
の電力とカーボンオフセット都市ガスを導入する。
＊カーボンオフセット・・・燃焼によるＣＯ₂の排出を他の取り組みで削
減・吸収した分で相殺して、実質ゼロにすること。
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区の職員数は、清掃事業が移管された平成12

年度に5,057人まで増加後、行財政改革などによ

り減少し続けました。最近数年は小幅な増減で

推移し、令和７年度は、前年度に比べ１人減り

3,646人になりました。

◆職員数の推移

〔年度〕

〔人〕

※各年4月1日の職員数

えどがわ環境財団、清掃一部事務組合等の派遣職員を含む。

扶助費

1,236億円

(37.0%)

普通建設事業費

490億円

(14.6%)

人件費

421億円

(12.6%)

物件費

619億円

(18.5%)

繰出金

228億円

(6.8%)

その他

150億円

(4.5%)

補助費等

202億円

(6.0%)

生活保護費、熟年者や障害者

への手当、医療費助成など福

祉的な給付経費

職員の給与、退職

金、委員の報酬な

どの人に関わる経

費

物品の購入、仕事の

委託などの消費的性

質の経費

道路や公園、区民施

設の整備や用地取得

などの社会資本形成

に使われる経費

国民健康保険、

介護保険など特

別会計を支える

経費

私立幼稚園保育

料の補助や融資

の利子補給など

の経費

国庫支出金

748億円

(22.4%)

特別区税

612億円

(18.3%)

歳 入

3,346億円

子ども家庭費

787億円

(23.5%)

福 祉 費

862億円

(25.7%)

土木費

150億円(4.5%)

教育費

395億円

(11.8%)

健康費

255億円

(7.6%)

一 般 会 計

歳 出

3,346億円

その他 181億円(5.3%)

・諸収入 54億円

・使用料及び手数料 39億円 等繰入金

84億円（2.5%）

分担金及び負担金

102億円（3.1%）

その他 385億円(11.5%)

・文化共育費 125億円

・経営企画費 116億円

・総務費 81億円

・産業経済費 23億円 等

地方消費税交付金

175億円（5.2%）

生活振興費

127億円(3.8%)

都市開発費

180億円(5.4%)

特別区交付金

1,113億円

(33.3%)

環境費

206億円(6.2%)

都支出金

331億円

(9.9%)

おもな新規・拡充・重点事業 令和７年度予算額

歳出の性質別内訳

元


